
川内港農産品輸出促進トライアル補助金交付要綱 

（令和４年薩摩川内市貿易振興協会規程第７号） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、新たな荷主等の発掘を図るとともに、今後見込まれる海外の食糧需要

の増加に対応するため、川内港を利用し、新たに農産品の輸出に取り組む事業者、または、

新たな国・地域へ農産品の輸出に取り組む事業者を支援することで川内港における貿易

活動の拡大に寄与することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、農産品とは「農畜水産品、加工食品、焼酎・水等の食品」をい

う。 

（補助対象者） 

第３条 川内港農産品輸出促進トライアル補助金（以下「補助金」という。）の補助対象者

は、次に掲げる要件をすべて満たす荷主事業者とする。 

⑴  川内港を利用した新規の輸出、または、新規の国・地域への輸出 

⑵ 農産品の輸出 

⑶ 輸出コンテナ貨物（混載便可） 

⑷ 本補助事業の実施に係る各種データの提供 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象経費は、前条の輸出に係る次に掲げる経費とする。ただし、国、県、市、

その他の機関から補助を受ける場合は、当該補助による額を控除した額を補助対象経費

とする。 

⑴ 国内での輸送に要する経費 

⑵ 川内港から仕向地への海上輸送に要する経費 

⑶ 国内荷役・梱包・保管等に要する経費 

⑷ 通関・検疫等の輸出手続きに要する経費 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、前条の補助対象経費の１／２とし、１補助対象者１年度当たり２０

万円を上限とする。 

２ 前項の規定により算出した額に１０円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる

ものとする。 

（補助対象期間） 

第６条 毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする荷主事業者（以下「申請者」という。）は、あらか

じめ川内港農産品輸出促進トライアル補助金事業計画（実績）書（別記第１号様式。以下



「計画（実績）書」という。）を会長に提出し事前に相談を行うものとする。 

２ 計画書は、前条の補助対象期間までに第 10条の実績報告書の提出が出来る計画とする。 

３ 計画書の審査の後、補助対象と認められた場合は、川内港農産品輸出促進トライアル補

助金交付申請書（別記第２号様式。以下「申請書」という。）に計画（実績）書を添付し

会長に提出するものとする。 

（交付決定） 

第８条 会長は、申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金を交付することが適

当と認めたときは、川内港農産品輸出促進トライアル補助金交付（変更）決定通知書（別

記第３号様式）により、当該申請者に通知するものとする。 

（不交付決定） 

第９条 会長は、申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金を交付することが不

適当と認めたときは、川内港農産品輸出促進トライアル補助金不交付決定通知書（別記第

４号様式）により、当該申請者に通知するものとする。 

（実績報告書） 

第 10条 事業完了後は、速やかに川内港農産品輸出促進トライアル補助金実績報告書（別

記第５号様式）に計画（実績）書を添付し会長に提出するものとする。 

（補助額の確定及び支払い） 

第 11条 会長は、実績報告書等を受理したときは、その内容を審査し、補助金の額を確定

し、１箇月以内に申請書に記載の口座へ振り込むものとする。 

（補助金の返還） 

第 12条 会長は、補助対象者が虚偽の申請その他不正な行為により補助金を受けていると

認めるとき、又はこの要綱に規定する義務に違反していると認めるときは、当該補助金の

交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命じることが

できる。 

（他の補助金との併用） 

第 13条 本補助金は、薩摩川内市貿易振興協会が実施する他の補助金との併用はできない

ものとする。 

（その他） 

第 14条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、会長が別に

定める。 

 

附則（令和４年薩摩川内市貿易振興協会規程第７号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附則（令和７年薩摩川内市貿易振興協会規程第２号） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


